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国立大学図書館のオープンサイエンスへの取り組み 

― 研究成果と学術情報のより幅広い共有と活用に向けて ― 
 
１． 大学図書館をめぐる現状と課題 

情報のデジタル化とネットワークによる共有が進展し、学術情報流通をめぐる環境は大きな変革期に
ある。大学図書館が扱う学術資料は、図書や雑誌などの紙メディアから電子書籍・電子ジャーナルへと拡
大している。デジタル資源が占める割合は次第に大きくなっており、この変化はもはや不可逆的である。 

同時に、大学等の研究機関における研究成果を学術コミュニティのみならず社会一般に公開し、その活
用を通じて新しい知の創出を図る、オープンサイエンスの動きが文系・理系を問わず世界的に広がりつ
つある。論文のオープンアクセスに加え、研究の過程で生み出されるデータをオープン（オープンリサー
チデータ）化することにより、分野を越えた新たな研究の進展や社会全体のイノベーションに資するこ
とが期待されている。 

こうした中で、大学における知の創造と社会との共有に貢献するため、大学図書館がいかにして種々の
デジタル資源を整備しつつ、教育研究成果のオープン化に寄与するかということが現在、我々が直面す
る課題である。 
 
２． 大学図書館が果たすべき役割 

本協会は 2016 年 6 月に図書館機能の強化と革新に向けたビジョン(*1)を採択し、大学における教育研
究の進展とともに社会における知の共有や創出の実現に貢献することを大学図書館の基本理念として定
めた。このビジョンでは、重点領域の一つとして「知の共有：＜蔵書＞を超えた知識や情報の共有」を掲
げ、大学で生み出される教育研究成果の電子的流通とオープン化を推進するとともに、それらの長期的
な保存をはかることを目標としている。オープンサイエンスの動きはこの目標と軌を一にするものであ
り、研究データのオープン化もその重要な柱として取り組む必要がある。 

学術雑誌の価格問題を背景として、大学等の研究機関では図書館を中心に 2000 年代から機関リポジト
リ(*2)の構築を進め、学内で生み出された学術論文を中心とするコンテンツの収集、公開を通じてオープ
ンアクセスに取り組み、一定の成果を挙げてきた。今後オープンアクセスを推進しながら、研究データの
オープン化にも対応するため、学術論文を主な収録対象としてきた機関リポジトリのあり方を見直し、
研究データやデジタル研究資料にその範囲を拡張し、デジタル環境下における新たな知識基盤としてリ
ポジトリを位置づけることを提案する。 

また、大学が研究データを管理、保存、公開するにあたって、会員館は各大学の実状を踏まえて経営層
や研究者と十分な意思疎通を図るとともに、情報センターや研究推進部門、リサーチ・アドミニストレー
ター(URA)などと連携して進めることが重要である。 
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３． 本協会の役割 

本協会は、このような認識の下で、国立大学におけるオープンサイエンスの推進に大学図書館がどのよ
うに貢献しうるかを検討し、そのためのアクションプランを構想している。この中で、本協会は、世界的
な動向や国の政策等を注視しながら、研究者コミュニティや各種団体等との対話や連携によりオープン
サイエンスに関する問題意識の広範な共有を図るとともに、必要なリソースの確保や新たな人材の育成・
獲得など、各大学の枠を超えて大学図書館がともに取り組むべき課題にかかる具体的な方策を提示して
いく。また、会員である各図書館に対しては、適時に情報共有するとともに、国立大学の多様性に配慮し
つつ、各大学図書館がその状況に応じて適切にオープンサイエンスに取り組むことができるよう、選択
し、実施できるような具体的な取り組み事例を提示する予定である。また、大学図書館がオープンサイエ
ンスへの取り組みを推進する上で必要な協力、支援を受けられるよう、関係機関に対する働きかけを行
う。 
 
（*1）国立大学図書館機能の強化と革新に向けて～国立大学図書館協会ビジョン 2020～. 

https://www.janul.jp/ja/organization/vision2020 
（*2）機関リポジトリ：研究機関で生産された知的生産物を収集、蓄積、公開するデジタルアーカイブシステム。「平成 29 年度学術情報

基盤実態調査」によると、平成 29 年 3 月現在、国立大学の 98.8%が既にリポジトリを構築し、公開している。 
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031683846&fileKind=0 

 
参考. 国の政策の動向 

世界的な動きと歩調を合わせて、日本でも内閣府の検討会(*3)や文部科学省の委員会(*4)などからオープ
ンサイエンスや学術情報のオープン化が議論され、その報告書では論文やその根拠（エビデンス）となる
研究データの公開を求めている。また 2018 年 6 月に閣議決定された「統合イノベーション戦略」(*5)で
は、オープンサイエンスのためのデータ基盤の整備を「知の源泉」の柱と位置づけ、機関リポジトリの整
備、研究データ管理・利活用の方針策定、人材の育成などを目標に掲げている。また、同月には内閣府か
ら「国立研究開発法人におけるデータポリシー策定のためのガイドライン」(*6)が公表され、各研究機関
でデータポリシー作成の動きが具体化している。 

今後、大学においてもデータポリシーの作成や、国立情報学研究所(NII)が開発する研究データ基盤(*7)

を活用したデータの管理・公開など、オープン化に向けた動きの活発化が予想される。 
 
（*3）国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会. 我が国におけるオープンサイエンス推進のあり方について～サイエン

スの新たな飛躍の時代の幕開け～. 内閣府, 2015. 
https://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/ 

（*4）科学技術・学術審議会学術分科会学術情報委員会. 学術情報のオープン化の推進について（審議まとめ）. 文部科学省, 2016. 
http://www.mext.go.jp/b̲menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/036/houkoku/1368803.htm 

（*5）統合イノベーション戦略. https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/ 
（*6）国際的動向を踏まえたオープンサイエンスの推進に関する検討会. 国立研究開発法人におけるデータポリシー策定のためのガイド

ライン. 内閣府, 2018. https://www8.cao.go.jp/cstp/stsonota/datapolicy/datapolicy.html 
（*7）NII 研究データ基盤の概要. https://rcos.nii.ac.jp/service/ 

○国立大学図書館協会について 
本協会は図書館機能の向上、学術情報資源の相互利用の推進、学術情報流通基盤の発展に貢献することを

目的に、全国 86 の国立大学、放送大学、5 つの大学共同利用機関、計 92 の図書館を会員として組織してい
ます。https://www.janul.jp/ 
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